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1，はじめに一問題意識と分析の視点一

　日本各地で，1990年前後から，様々なレベルにおいて，顕在化してきた「環境問題」に対応

すべく，環境運動（いわゆる環境NPOや環境ボランティアを中心とした活動）が展開されてい

る。従来から，市民運動は，その内部に，多様な利害・関心を有する構成員を抱えている度合

いが強いほど，自らが取り組んでいるテーマ（問題）への対処・解決にあたって，利害の葛藤

や意見の食い違いが生じる傾向があることが，指摘されてきた。とりわけ，環境運動をめぐっ

ては，人びとの環境に関する価値観（環境観）や自然（環境）保全・保護等に対する意識・考

え方の相違による，内部でのメンバー間対立をいかに乗り越えていくか（調整していくか）が，

大きな課題となってきた。それは，運動構成員が限定されているローカルな（地域レベルの）

環境問題を対象とする運動体（住民運動的な運動・団体）よりも，運動構成員が広範に及ぶ，

リージョナルな（地方レベルの）環境問題に取り組んでいる運動体（市民運動的な色彩が強い

運動・団体）の方（図1の下段；③と④の象限に含まれる運動体）に，より顕著な問題である

と考えられる。

　また，リージョナル・レベルにおける環境の維持・管理の新たな担い手として期待が高まっ

ている環境市民運動体をめぐっては，活動に必要な資源（人的・関係的資源，経済的資源，物

的資源，知識的資源，等）の調達・動員を，外部　　行政や企業，住民自治組織等，以前から
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の地霊環境管理の担い手一一に依存せざるを得ない側面があることが，従来から指摘されてき

た。つまり，運動体は，内部からだけの資源調達が難しく，既存の地域共同管理諸主体との

“パートナーシップ”に基づきっっ，社会的．ミッションの達成を目指すことが必要であり，内

部・外部を含めた利害調ag＝一「自立と連携の両立」一が課題となっている。

ローカルな（地域）環境問題（一定の生活圏市町杜　コミュニティ）

運動構成員が限定幽（住民運動的，限定的組織）

生活公害
　（生活排水）
　（ごみ・ごみ処理施設）

まちづくり
　町並み保存

　自責性
　（自二型）

’（受益一受苦圏

　　め重なり）

工場公害（騒音・振動，等）

　コンビナート
農薬汚染
（個々の立場点における）産廃等

の迷惑施設・大規模開発

　（道路・新幹線・空港・原

発ダム引ゾート）

2 ①
4 3

（広域的な） 大規模開発（エネルギー供

水質保全（飲み水） 勲等のマクロな視点）

リサイクル（生活の質） 自然保護
（産廃・広域的なごみ 森林伐採・野生生物保護

問題） 食べ物の安全性
自動車による大気汚染

　部罵声
（加害型）

（受益一受苦圏

　　の分離）

　　　　　　　　　　　　運動構成員が広範（市民運動的，包括的組織）
　　　　　　　　　　　　リーソヨナルな（地方）環境問題（地方・県レヘル～国レベル）

（注）この図は，高田（1995：22），及び杉本（1997：131）を参考にして作成したものである。なお，ここでは，グ

　　ローバルな（地球）環境問題に関する運動を除外してL）る。

　　　　　　　　　　　　　　　図1　環境運動のタイプ分類

　本研究においては，名古屋都市圏の地方（県域内，もしくは県域を超えるレベルの）環境問

題を活動の主たるテーマとして掲げている運動体，とりわけ図1の④のタイプの運動体を事例

として，その組織形成（組織化）過程を分析していくなかで，運動体を構成している諸々の個

人やサブ・グループ間の利害調整過程一共通の認識枠組み（認識フレームワーク，「集合的ア

イデンティティ」）を生み出すプロセスーに迫っていくことを目指した1）。「集合的アイデン

ティティ」のあり様は，運動体の構造化の度合いに応じて，多様であり，その形成のあり方を，

運動体の構造化の度合い一それは，運動組織に関しては，運動体の規模，すなわち運動体を

構成している構成員（個人やサブ・グループ）の数や，構成員の基本的属性の多様性の程度，

あるいは組織の運営方法，外部とのネットワーク形成の程度や質，そしてまた，運動そのもの

の課題や目標（ミッション），等の相違によって大きく異なる一に応じて考察していかねばな

らない。しかし，社会運動に関する先行研究の中で，運動体の「集合的アイデンティティ」生．

成過程についての実態に即した総合的な把握は進んでいない。

　そこで，本研究では，こうした「集合的アイデンティティ」生成プロセスを明らかにすべく，東

海地方の中心都市・名古屋に拠点を置いて活動している環境NPO（なお本稿では，「NPO」とい

1）図1の④のタイプの運動体は，運動参加者に対して，オルターナティブな生活の構築に向けた個人行動

　　個人レベルでの行動変容一を促す傾向が強く，その過程で，個々人にとって，それまでの（個人的

　な行動）判断の基準となってきた価値観に変わって（または加えて），別の価値観が獲得され，参加者がア

　イデンティティ変容を経験する可能性が高い，といわれる。さらに，このタイプの運動体は，運動体とし

　ての成功，あるいは市民運動セクターとしての社会的影響力の増大のために，．ボランタリーなネットワー

　ク形成に向かう可能性を多く有しているとされ，後述するように，運動を担う人びとのアイデンティティ

変容のあり様にも焦点を合わせている本稿の研究対象に，最も適していると考えられる。
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う言葉を，最近よく見られる狭義の「NPO法人」という意味で用いてはいない）のなかで，地方

レベルの環境問題（特に図1の④の象限に関わる問題群）を主テーマに掲げている運動体のう

ち，タイプの異なる特徴のある3団体を対象として，実証的な調査研究を行なった。運動体の組

織化過程に注目するにあたっては，特に「資源動員」論の観点から，運動体が，その形成と発展

一運動の成功一のために，どのようにして資源動員を行ないつつ組織化を図っているのか，資源

の動員構造に焦点をあてて一なかでも，資源としての「連帯性」や「社会的ネットワーク」の機

能様態を中心として一，多様な行為主体間の関係性のあり様を考察していこうとした。

　また，環境運動に代表される，今日の「アイデンティティ志向型」運動とも呼ばれる，いわ

ゆる「新しい社会運動」においては，「利害関係」（運動体自体にとっての一対外的な一，およ

び運動体内部の）は固定的なものではなく，他者との関係の中で（再）定義されていくもので

あるといわれ，この定義のし直しの中にこそ，今日の運動（体）のもつ本質的に革新的な面が

あるとされる。このような運動体内部の人間関係，つまり連帯のなかで，参加者にとって，こ

れまでの判断基準となってきた，ある一定の価値観に代わって，あるいは加えて，別の価値観

が獲得されることが，運動（体）の「潜在的機能」であると考えられている。こうした，運勲．

（体）の「潜在的機能」と，「連帯」が運動にとって「“資源”であること，との関係を検討する

ことに重点を置いていることも，本研究の特徴の一つである（このような・運動（体）の内部

で何が起き，どのような価値が追求されているのか，を理解することが，重要な課題の一つで

あり，そのために，「資源動員」論において欠落していた視点である，「ネットワーク」を，人

びとのアイデンティティやライフスタイルを変革する一変革していく一関係性として捉える，

という視点を，他の社会運動に関する理論から援用しつつ，運動を担う人びとのアイデンティ

ティ変容のあり様にも，研究の焦点を合わせた）。

　以下，本稿では，まず，調査対象団体の概要について二河た上で（2節），上記のような観点

から，継続的に実施してきた名古屋周辺地域での調査研究によって明らかとなった事柄につい

て，次の5っの事項　　（1）人びとの環境運動への参加・動員プロセス，とりわけボランティ

タ・リクルートにおける関係的資源としての「社会的ネットワーク」，および運動体によるフ

レーミング戦略の有効性とその機能様態②運動参加者に見られるアイデンティティ変容と運

動め展開の中での新しい価値観の形成，（3）運動体内部での組織化に伴なうメンバー間の利害調

整に関わるジレンマ，特に自主性と管理の強化をめぐる相克や，ボランティアの有償二一無償

性と運動参加との関わり，（4）運動体外部からの資源動員，とりわけ行政・企業との「コラボ

レーション」関係構築プロセスの特徴と，「自立と連携の両立」に向けての課題，㈲「地域情報

共同管理主体」としての環境NPO活動の展開と課題，特に，近年，社会的に要請されるように

なっている環境NPOの「地域環境情報」受・発信機能の強化に向けた取り組みと，市民団体の

メディア・情報戦略に見られる特徴，「市民メディア」の有効性，二一に整理して，検討して

いく（3節～6節）。
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2．調査対象団体（NPO）の概要2）

　本研究における具体的な調査研究対象の運動体としては，東海地方の中核的大都市であり，

人口（住民構成）の多様性・異質性が高いジ人口220万人都市・名古屋を拠点として（名古屋市

内に本部・事務局を置いて）活動していて，なおかっ，広範な市民への参加を呼びかけている

3っの環境運動団体を，運動体の構造化の度合いを考慮しつつ，対象事例として選択した3）。

　この地方では，1990年代後半以降，木曽川上流に位置する岐阜県・御嵩町の産廃処分場建設

問題や，環境保全運動の高揚から名古屋市の一般廃棄物最終処分場建設予定地であった名古屋

港・藤前干潟の埋立てが断念されたことに伴なう，名古屋市の「ごみ非常事態宣言」発令（’99

年2月），さらに，名古屋近郊に残されていた貴重な里山である瀬戸市・海上の森が当初の会場

予定地とされていた2005年国際博覧会（愛知万博）開催をめぐる問題など，環境に関わる問題

が大きくクローズ・アップされてきた。それに伴ない，リージョナルな環境問題に取り組む環

境市民団体の活動への社会的注目度が上昇している中での調査研究であり，これまで，環境運

動とは無縁だった一般の人びとにとっても，居住地域周辺に拠点がある団体の活動への認知度

が高まりっつある状況にあること　　他地方よりも，一般の人びとの環境運動参加への“ハー

ドル”が相対的に低いと考えられること　　には，注意しておく必要があろう。

　具体的には，以下の3団体を，対象事例に選んだ。

①環境市民・東海……京都に本部・事務局を置き，主に関西を中心とした地方で活動している

　　環境NGO（NPO）である「環境市民」の東海地方（東海三脚）の地方組織として，“自分

　　たちの住んでいる足元からも，環境問題について考え，実践していきたい”との思いを共

　　有していた，「環境市民」の東海地方在住の有志会員が中心となり，1999年3月に発足した

　　団体である。（京都に本部がある’92年設立の運動体である「環境市民」自体は，’97年に京

　　都で開催された「地球温暖化防止京都会議（COP　3）」を成功させるために発足し，会議で

　　大きな役割を果たしたNGO「気候フォーラム」（後の「気候ネットワーク」）の中心となつ

　　た団体であり，“誰もが参加できるボランティア組織”として，様々な世代，職業の人々が

　　加わり，一般のメンバーと専門家とが混然一体となって，各地域レベルで多様な活動を展

　　脅している4）。会員数は，約1，000人であるが，日本のリージョナル・レベルで活動してい

　　る環境NPOとしては，一般会員の活動参加の積極性，活動内容の多様性，自治体・企業と

　　の「コラボレーション」を早い時期から積極的に展開してきていること，等の点において，

2）筆者は，1999年度から，本稿で取り上げる3団体を対象とする環境市民運動に関わる社会調査を実施し

　てきた。同年5月から3団体への正式な調査を開始し，現在も継続中である（名古屋近郊地域に居住して

　いた1999年度には，「参与観察」法を取り入れつつ，各団体の事務局での集中的なインタビュー調査や資料

　収集，屋外の活動現場でのインタビュー調査，名古屋市の行政担当者へのインタビュー調査，さらに各団

　体の活動参加者・会員対象のアンケート調査，等を断続的に実施した。東北地方・盛岡市に立地している

　現任校に赴任した2000年度以降も，年に数回ずつ，名古屋周辺地域での現地調査を実施している）。

3）本稿で事例として取り上げる3団体のうち，「環境市民」と　「中部リサイクル運動市民の会」の2団体

　は，高田による「環境団体の分類」図（高田，2001：164）においても，執筆者作成・前掲図1の④の象限

　に関わる問題群を主テーマとして掲げている運動体の中でも，日本を代表する団体として挙げられている。

4）活動方法も，市民レベルでの諸々の環境イシューの学習や調査研究，提案，キャンペーン，実践と多様

　であり，社会に対して影響力を及ぼしていくため，実践活動，調査研究を通して得られた成果を，実行可

　能な具体策にして自治体や企業に提案しており，自治体，企業，政府とも必要に応じて，良い緊張感のあ

　る対等のパートナTシップ事業（＝「コラボレーション」）に取り組み，多くの実績を有する。
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注目されている団体の一つであり，’02年3月にNPO法人格を取得している。）

　環境市民・東海は，こうした関西地方での活動と同一理念に立ち，行政・企業との「コ

ラボレーション」関係構築の重視，活動参加にあたって会員一人一人の自主性を尊重する

など，他の団体にはあまり見られないユニークな特徴を有しており，こうした特徴は，今

後の環境NPOのあり方を示すモデルの一つと考えられ，そのような特徴を有する団体の，

初期の組織化過程を明らかにすべく，調査対象団体の一つに選定し，「参与観察」的手法も

取り入れっっ調査を行なった（’02年8月時点での会員数は，約130人である）。

②中部リサイクル運動市民の会……’80年10月に，“使い捨て社会”や環境破壊への危機感から，

　　地域循環型市民社会を目指して，自分たちの身近な「できるところがら始めよう」と，「有

　　志が集まって活動を開始している。この団体の活動も，①の「環境市民」と同様に，生活

　　（ライフスタイル）のあるべき姿を，生活の様々な入り口から追求・提案することを目標に

　　掲げて，単なる呼びかけや提案に終わるのではなく，運動の「日常化」に向けて，関心を

　　抱いている個人・団体等が，具体的に活動に参加できる場とシステムづくりを基本として

　　（＝「誰もが参加できるシステムと場づくり」という理念）展開されている。また，「五位

　　（ごみ）一体」（＝市民・行政・企業・マスコミ・市民団体間のパートナーシップ関係構築

　　と，それに基づく「地域循環型市民社会」の実現）を活動理念の一つとして掲げ，特に，

　　名古屋市を始めとした東海地方の自治体や現・環境省との協働，リサイクル・資源循環社

　　会に向けた企業との積極的な協働を，’90年頃から積極的に進めており，この「五位一体」

　　という理念に基づく活動の展開は，社会的に注目されてきた。さらに，団体発足後，間も

　　ない時期から，活動存続のために，また，行動や考え方が自由であるためには，財政的に

　　自立した市民運動団体をめざす必要があるとの認識に立ち（＝「食える市民運動」という

　　理念），グリーン購入の推進（「“グリーン・コンシューマー”のための買い物ガイド」作り

　　支援や環境、・健康に配慮した製品の通信販売，等）や，環境商品（新聞古紙100％の再生

　　紙・コピー用紙の企業との協働による開発・販売や，生ごみ発酵堆肥化処理材の開発とこ

　　れを用いた生ごみリサイクルの推進，等）の開発，出版，環境教育（小中学生を対象にし

　　た環境学習プログラムの企画・運営や，環境関連のセミナーの独自開催，地域の生涯学習

　　センターなどでの，環境問題に関する講座・ワークショップの開催，等）などの多様な事

　　業活動も行なっており一企業・行政との「コラボレーション」は，そのための一つの“戦

　　略”（手段）でもある　　，「事業型NPO」の日本における先駆者的団体であることでも知

　　られる（有給（事務局）スタッフは20数名，年間予算は約2億5千万円）。

　　　ただし，吋般には，’90年代末頃からの藤前干潟や愛岐処分場をめぐる問題に代表される

　　名古屋市のごみ問題に社会的注目が集まる中で，“ごみ減量”（特に名古屋市内の）を目指

　　した活動である，資源ごみ10品目の拠点回収（収集）を（いわゆる“行政回収”とは別途

　　に）行なう「リサイクル・ステーション」の開設・運営によって，広範な市民に知られて

　　いる。そのため，事例研究にあたっては，主に，この「リサイクル・ステーション」活動

　　の展開を中心とした組織化過程に焦点をあてて，聴き取り調査や資料収集，調査票調査を

　　行ない，多くの資料・データを得た。「リサイクル・ステーション」は，大都市・名古屋の

　　リサイクルシステムのひとつとして，行政や多くの市民から認知・支持されているもので

　　あり，スーパーの店頭などに設置された市内33か所の回収現場（’03年3月現在，1拠点・

　　月2回）では，有給の事務局スタッフではなく，むしろ，多くの「市民リサイクラー」と

　　呼ばれる有償の“市民ボランティア”が積極的に活動している。しかし，この．「リサイク
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ル・ステーション」に関しても，上記の諸理念が反映されており，スーパー等から回収拠

点開設場所の提供を受け，企業には拠点開設に際しての資金提供・援助（スポンサー）を

依頼してあり，まkl行政（名古屋市）からは，運営資金助成と広報面での支援を受けて

いる。この活動は，環境団体が外部からの資源を効果的に動員・活用しながら，その社会

的ミッションの実現を目指そうとしている先駆的な事例と考えられ，これを分析していく

ことにより，現状における環境運動の「コラボレーション」活動の課題を明らかにするこ

とを目指した。

　また，現時点での日本を代表する「事業型NPO」の一つである当団体は，有給スタッフ

が中心のNPOであり，（後述するように）活動（事業）の多様化の進展に伴なって，職務

の分業体制がとられるようになったことから，有給スタッフ間のコミュニケーション不足

等の問題が生じたり，上記の「リサイクル・ステーション」活動のあり方をめぐって，有

給スタッフと有償ボランティアとの関係を再構築する必要性が生じたために，組織全体の

運営体制の見直しを迫られるなど，活動規模の拡大・組織化とともにNPOが共通して直

面する課題も抱えており，こうした問題をいかに乗り越えようとしているのかという点に

も，研究の焦点を合わせた（当該団体は，’00年1月に．NPO法人格を取得後，財政面での課

題解消のための大幅な有給スタッフ削減を行なうなど，現在，組織改革期を迎えている）。

　さらに，この団体は，発足間もない時期から，機関誌や環境情報誌を活用した市民への

環境関連情報の伝達・共有にも精力的に取り組んできており，こうした環境情報伝達・共

有過程（いわゆる「市民メディア」）に関わる展開と課題についても，資料収集を実施した。

③消費者行動ネットワーク（CAN）……CAN（Consumer’s　Action　Networkの略）は，米の

　　代表的な消費者運動家であるラルフ・ネーダー氏の名古屋講演会を，幅広い市民，団体，

　　グループが協力して開催したのを契機に，’90年1月に発足した団体である。消費者団体や

　　環境問題，消費者問題関連のグループ，専門家，マスコミ関係者など，多様な個人・団体

　　が参加し，’90年の時点で，問題告発・追及型の運動ではなく，環境問題と消費生活とが切

　　り離せなくなっている中で，「行政や企業に対して消費者も対等に発言し，政策の形成や企

　　業の消費者対策などに関われるような参加型の運動」（市民参加・パートナーシップ型の

　　運動）を目指し，幅広い個人・団体が協力しあう消費者運動のネットワーク（とりわけ情

　　報の）構築を目標に，活動を展開してきた（発足当初は，こうした形態の運動はまだ少な

　　く，“新しい市民運動”のあり方であるとして，東海地方の市民運動関係者の間で大きな注

　　目を集めた）。

　　　「情報交流・ネットワーク」型NPOとしてのCANの活動は，月刊情報誌の発行を始め

　　として，学習会やシンポジウム，講演会の開催，市民団体問の交流の場づくり，行政・企

　　業に対する環境・消費者問題関連イシューに関する提言・パートナーシップ活動，等が中

　　心となって展開されてきている（現在，個人会員・約110名，団体会員・20数団体）。しか

　　し，’90年代末頃から，CAN同様の「情報交流・ネットワーク」型NPOを目指した団体が，

　　各地で誕生し増加しっっある中で，活動のあり方や団体そのものの存在意義（役割），等を

　　めぐって，組織内での議論が活発化するようになっている。ただし，こうした議論に際し

　　てだけでなく，日常的な活動への関与という点でも，組織の中核的メンバーである事務局

　　担当者や世話人一専門職従事者や環境・消費者問題の専門家が多い　　と，一般の会員

　　との間で，“温度差”が見られ，活動の活性化にあたっての大きな課題（障害）となってい

　　る。事例研究にあたっては，特に，活動の転換期を迎えているNPOが，こうした活動に対
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するメンバー間の意識・考え方の相違をいかに調整しつつ，新たな運動の方向性を模索し

ようとしているのか，という点に注目しながら調査を実施した。

　以下の各節では，これまでの事例研究結果から引き出されている知見について，上述した5

っの事項の各々について述べていくことにする5）。

3．環境運動への参加・動員プロセスと運動参加に伴なうアイデンティティ変容

　（1）運動参加・動員プロセスにおける「社会的ネットワーク」とフレーミングの機能様態

　’80年代後半からの「地球環境問題」を中心とした「環境問題」全体的な社会的テーマ化を受

けて，地域レベルの環境問題に関心をもつ人も，増大してきている。そして，確かに，’90年代

後半以降の一「阪神大震災」後の災害復旧・被災者支援を契機とした　　いわゆる　“ボラン

ティア・ブーム”のなかで，環境NPO・ボランティアに注目が集まり，メディア等で，そうし

た団体・人びとの活動の様子が盛んに取り上げられるようになっている。

　しかし，実際に環境NPO・ボラ「ンティア活動に参加したり，あるいは何ら．かの形で関与して

いる人は，近年，増えっっあるものの，未だ少数派のままであり，環境問題に関わる何らかの

活動に参加した経験がある人の割合は約1割程度とされ，また，旧環境庁が’97年に実施した全

国調査では，「環境保護の市民団体に参加している」人は5％と，極めて低い割合になっている

（その後，こうした団体に参加する人の数は，一定数増加していることが予測できるものの，そ

れほど，劇的に増加しているとは考えられない）。

　環境問題に関心がある人は多いものの，多くの地域・地方レベルの環境団体には，同じ考え

方の人以外は排除したり，そんなに熱心ではない人（＝「少しだけ環境に携わってみたい人」た’

ち）が入りにくい傾向があるといわれ，全般的に会員数が増えなかったり，「金太郎飴」のよう

だとしばしば指摘されるように，参加メンバー（特に中核的活動家層）が固定化する場合が多い

のである（これまで，環境団体が自己変革を行なって，積極的に市民に働きかけて仲間を増やす

とともに，もっと開かれたものにしていく必要がある，との指摘が盛んになされてきた）。　　・

　では，このように，環境NPO・ボランティア活動に関心を抱いている人びとの多くが，参

加・関与しない（あるいはできない）なかで，現実に，環境NPO・ボランティア活動に関与し

ている人びとが，参加していく（もしくは“巻き込まれて”いく）のは，何故なのであろうか。

　実は，そこに大ぎく機能しているのが，資源としての「連帯性」や「社会的ネットワーク」

なのである。以下，調査結果に基づいて，説明していこう。
x

①環境問題関心・運動への「共感」から運動参加へ一誘因としての「社会的ネットワーク」一

5）以下の記述の中で大きく依拠しているアンケート調査は，1999年ll月～2000年3月にかけて，各団体の

　メンバーを対象として実施した（各対象集団毎の実施期間は，3週間～4週間である）。環境市民・東海の

　会員，消費者行動ネットワーク　（CAN）の個人会員と（CAN団体会員の中からも選出されている）世誘

　人，ならびに同ネットワーク・団体会員に対しては，郵送調査法を用い，中部リサイクル運動市民の会の

　有給（事務局）スタッフと有償ボランティア（「市民リサイクラー」）に対しては，調査者（執筆者）自身

　による記入依頼・留置回収法，および記入依頼・郵送回収法を併用した。回収結果は，次の通りである。

　環境市民・東海会員L回収数33（回収率43．4％），CAN・個人会員および世話人＝回収数41（回収率

　39．8％），CAN・団体会員＝回収数9（回収率42．9％），中部リサイクル運動市民の会・有給（事務局）ス

　タッフ＝回収数11（回収率44．0％），同法・有償ボランティア＝回収数37（回収率74，0％）。
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　まず，一般に人びとの環境行動には，事前の環境問題に関する情報の認知一さらた，それに基

づく運動への「共感」一が存在していることが必要とされるが，実際にはどうなのであろうか。「

　運動参加者の環境問題に対する関心度について見てみると，確かに，各調査対象団体の（一

般）会員，有給の専従（事務局）スタッフ，共に，地域・地方レベルの様々な環境問題だけで

なく，グローバル・レベルの環境問題についても，いずれも，多くの問題に関心を持っており

一図2か日分かるように，例えば，グローバル・レベルの環境問題については，首都圏の都

市的地域で，一般居住者を対象に，その少し前に実施されたほぼ同様の調査結果と比べても，

本調査の回答者の方の問題への関心が，かなり高くなっている　　6），それが，活動参加の動機

　　　　　　　　O　10　20　30　40　50　60　70　80　90　100（％）
千葉県　・流山市
・　一　般　市　民

環境市民・東海会員

中部リサイクル運動市民
の会・有給スタッフ

中部リサイクル運動市民
の会・有償ボランティア

CAN・個人会員お　よ　び　世　話　人

　（注）図中，

匿翻＝関心のある項目

　　（問題）がG個

羅＝項目が1～2個
［＝］＝項目が3～4個

屡灘翻＝項目が5～7個

一口＝項目が8個以上

■一無回答

　　　一番上の千葉県流山市民対象の調査データのみ，恵（1994：220－222）に依拠した。その他のデータは，筆

者が実施したアンケート調査結果をまとめたものである。この図の基礎となっている設問は，次に挙げる10項目の

典型的な地球規模環境問題のうち，関心のあるもの全てに○印を付ける，というものである。回答選択肢は，「オ

ゾン層の破壊」，「地球の温暖化」，「酸性雨」，「熱帯林の減少」，「砂漠化」，「開発途上国の公害問題」，「野生生物種

の減少」，「海洋汚染」，「有害廃棄物の越境移動」，「その他」の10項目である。なお，それぞれの集団のサンプル数

は，千葉・流山市民のデータが180，環境市民・東海会員以下については，注記5）を参照されたい。

　　　　　　　　　　図2　関心のある地球規模環境問題項目選択個数

づけの一つになっていることが判明している。例えば，各団体の活動に参加することになった

経緯（いきさつ）を尋ねたところ，「環境問題，人々のくらし方に関心を持っており，自分のや

れることをしよう，との思いから参加した」，「地元の社会教育センターの女性セミナーを受講

していた際に，その中の「環境問題を考える』グループで事務所を訪問し，活動内容を知り，

活動現場の見学・手伝いをした後，グループで活動に参加することになった」，「環境問題につ

いて，広く論議できる場を作りたいと思っていたため」，「環境関連の仕事をしており，職業の

面でも，環境問題に取り組むために，［調査対象団体のコノウハウや活動が参考になると考えた

ので入会した」などの回答が得られた。つまり，各調査団体の活動に参加する以前から，環境

問題にr定の関心を持ち，何らかの活動に参加して．いたり，環境に関わる職業に就いている人

が多く見られ，調査対象団体の活動に参加することによって，環境問題への認識を深め，行動

を起こしていく（もしくは強めていく）ことを目指しているのである。

　また，運動への「共感」という点については，図3を見ると，入会動機（理由）として，参

加している団体の「理念に共感したから」という選択肢を選んだメンバーの比率は，あまり高

くはなく，多くの活動参加者にとって，必ずしも活動理念等に共感することが大きな参加動機

とはなっていないことが分かる（この点は，近年の社会運動研究の中で示されている知見

6）紙幅の関係で，詳しいデータの紹介は省くが，四団体のメンバーに，アンケート調査実施時に当該地方

　で問題化していた地域・地方レベルの環境問題　　具体的には，「生活排水・ごみ等による生活公害」「産

　業廃棄物処分場問題」「大気汚染・騒音等の道路（自動車）公害」「農薬汚染」「まちづくり・町並み保存」

　「農村・自然景観の保全」「中部新空港建設問題」「愛知万博等の海上の森にかかわる問題」「藤前干潟等の

　干潟・湿地保全」等の18項目　　を示して，関心のある問題を複数回答で答えてもらったところ，各団体

　のメンバー毎の平均で，5．7～8．0項目が選択された．（メンバーの区分は，図2と同様である）。



塚本：環境運動の資源動員構造と参加者のアイデンティティ変容に関する一考察 129

（％）

50

40

30

　　20
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　睡鰯＝環境市民・東海会貝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Em中部リサイクル運動　　10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市民の会・有給スタッフ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　睡灘1扁CAN。個人会員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　および世言舌人
　　0
　　　　　　養　雨天縫　藻縫　嚢　鐘　鑑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のカます　　　　　　　　　　　　カヨにら　　　　　カカス　　　　　　カへ　　　　　れ

　　　　　　巷響豪ら群帰還
（注）中部リサイクル運動市民の会・有償ボランティアの方々には，入会動機を選択式の設問で尋ねていないため，図

　　に掲載していない。なお，「その他」．の具体的な回答内容としては，環境市民・東海会員からは，「情報が得られ

　　るから」，「環境問題をテーマにした英会話教室にひかれて」，中部リサイクル運動市民の会・有給スタッフから

　　は，「事務局スタッフにすすめられて」，「生き方と働き方を一致させたかったから」，「一般企業に就職したくな

　　かったので」，CAN・個人会員および世話人からは，「情報が欲しかったから」，「学習会等の内容がよかったの

　　で」，「他の所属団体の人的つながりで」，などが挙げられている。

　　　　　　　　　　　　　図3　調査対象団体への入会動機（理由）

今日の運動にとって，活動の実践過程を通して人びとの共感を得ることが重要であり，このプ

ロセスの中で次第に運動の意味が共有され，参加者の間に新しい関係が形成されていく，換言

すれば，集合的アイデンティティは予め参加者に共有されていたのではなく，結果として形成

されるものである，という認識一と一致している7））。ただし，他の選択肢に回答している人

の活動参加に至る経緯に関する回答（自由記述）の中には，例えば，「自分の身近な，できると

ころがらの活動が必要だと思っていたから入会した」，「以前，地元紙に載った記事を見て，活．

動に共感を持っており，その後，地元消費者グループでの環境に関わる活動の中で，［調査対象

団体でも］何かボランティア的な活動で役立てたらと思い入会した」，「幅広い団体・個人が協

力しあう形での環境運動と消費者運動との連動の必要性を感じていたから参加した」，「生き方

と働き方を一致させたかったから」など，各団体の掲げている活動理念・目標（＝ミッション）

に一定の共感，’ ､鳴をした上で参加していると考えられる回答も，多．く含まれている。つまり，

多くの運動参加者にとって，ミッションへの共感は，運動参加にあたって最重要視されている

わけではないものの，やはり，これらの団体が掲げている“誰もが参加できる運動”，“環境問

題に関心のある人びとの交流の場・ネットワーク”，“食える市民運動”といった，旧来の市民

運動の問題点（弱点）　　とりわけ，その閉鎖的性格やネットワーク思考の弱さ，ボランティア

　　ヒ中心の無償労働による運営，等　　を乗り越えていくことを目指した新しい理念・目標（＝運

動体によるフレーミング）も，少なからず考慮した上で参加していることは，．間違いないので

はなかろうか8）（四団体が行なっているフレーミング戦略の特徴については，後述する）。

　しかしながら，このような様．々な環境問題に関心を持っていることや運動体のミッションに

共感していることが，各団体の活動への参加に直接結ぴっくわけではなく，そこには，何らか

7）　こうした点については，三上（1998），佐藤（1999），等を参照した。

8）例えば，クランダーマンス（klandermans，11997：23）は，人びとの運動への動員過程を，「参加に向

　けたステップ」として整理し，その最初の段階として，動員への潜在的可能性があることを示す「運動へ

　の共感」を挙げている。この点に関しては，樋口（1999）にも詳しい。
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の媒介項が必要となる。

　そうした媒介項としては，団体主催の学習会やイベント等を，メディア情報から知って，参

加したことが入会のきっかけとなっていたり，四団体で活動をしていた時に，調査対象団体の

活動に関する情報を入手したり，といった，対象団体が活動参加者の増大を目的に，会の活動

情報を積極的にマス・メディアや環境関連誌に掲載依頼を行なうという，市民団体のメディア

活用（6節で詳述予定）が，新規会員の獲得に結びついているケース　　運動参加者自身の主

体的・積極的な働きかけによる参加・入会　　も，確かに，一定数，’存在している（とりわけ，

事務局専従の有給スタッフが，スタッフになる経緯に関しては，このようなケースが多い9））。

　しかし，一般のボランティア的な会員の場合には，むしろ，「会社の同僚が事務局の担当で，

参加しているうちに，活動に共感できるところがあったから」，「知人に，こんなものがある，

といって，ニュース・レター，チラシ等を渡されて…」，「団体の世話人の人がメンバーになっ

ているネットワーク組織の活動を通じて，［調査対象団体のことを］紹介されて（または入会を

勧められて）会員になった」，「一般の市民にも公開されている公開講座に，友人から誘われて

出席したことが，きっかけになった」，「最初は，仕事上の取引先との関係で，［調査対象団体の］・

設立準備会に携わるようになったたあ，あまり強い思いはなかったが，徐々に，仕事上役に立

つと思い，入会した」，といった回答に代表されるように，既存の「社会的ネットワーク」が極

めて重要な役割を果たしていることが，明らかとなった10）。特に，組織立ち上げ時期にあたっ

ていた調査対象①の団体は，複数の中核的メンバー（幹事，世話人と呼ばれている“無償”ボ

ランティア　　それぞれが，環境関連企業の代表やその主要ポストに就いている　　）を中心

にした「社会的ネットワーク」が，新規会員の獲得ルートとして有効に活用されていた（とり

わけ，東海地方でも著名なEMS（＝環境マネジメント／・システム）コンサルタント・環境カウ

ンセラーでもある代表幹事が，企業による環境事業の新展開を促すべく主宰していた，環境に

関心のある企業人対象のビジネス・ネットワーク組織の月例会参加者間の人的結びつきの存在

が浮かび上がっており，組織設立準備段階から，このネットワークを介したメンバーのリク

ルートがなされ，初期の中核的活動家層の形成に直結していた）。

　また，調査対象③の団体においても，団体の活動を機動的にすべく，名古屋市の消費生活セ

ンターで所長を務めていた方を，退職後に事務局長（当該団体の唯一人の専従事務局スタッフ）

として迎えた後，この事務局長がそれまでに培ってきた「社会的ネットワーク」が，新規会員

獲得に重要な役割を果たすと同時に，団体が開催する学習会やシンポジウム・講演会等の企画

（講師，パネリスト等の依頼を含む）・実施，さらに市民団体間の交流にも効果的に機能してい

た（また，環境・消費者問題関連団体間の情報交流を目指して組織されたネットワーク組織で

9）　中部リサイクル運動市民の会の有給（事務局）スタッフの方々に，有給スタッフにな、つた経緯を尋ねた

　ところ，例えば，「社会的な面，個人的なやりがいの面から，就職先を退職し，求職中に，名古屋の環境

　NPOで唯一知っていた［当会の］求人情報をメーリング・リストから得，スタッフ入りすることとなつ

　た」，「働き方も含めた自分の生き方を考えて，想般企業で働き続けるかどうか悩んでいた時に，偶然，［当

　会の］スタッフ募集を新聞で見つけた」など，自らの生きがい・やりがいのある仕事を求めていた最中に，

　メディア情報　　これ自体，運動体からの潜在的参加者対象のフレーミングの一種とも考えられる　　を
　参考にして，スタッフとなったケースが散見される。こうした“職業”としての環境NPO・有給スタlyフ

　に関する事項については，後述する。

10）　入会・活動参加の経緯についての自由記述式回答内容をまとめた結果，入会・活動参加に際して，何ら

　かの形で既存の「社会的ネットワーク」が有効に機能していたと考えられる回答をしている人は，環境市

　民・東海会員が少なくとも4割以上，中部リサイクル運動市民の会・有償ボランティアが約5割，同会・

　有給）スタッフが5割以上，CAN・個人会員および世話人が約6割と，かなり高い割合に上っている。
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ある当該団体は，その結成時から，団体会員である東海地方の複数の市民生協が活動の中心的

役割を担ってきており，各市民生協から選出された事務局メンバーや世話人が属している社会

的ネットワークも，動員資源として活用されている）。

　一般に，社会的ネットワークにおける組織者の位置が，人びとの動員の可能性に大きな影響

を及ぼすといわれるが，いずれの場合も，既存の社会的ネットワークの中心に位置している人

が，自らの社会的ネットワークそのものを「動員資源」として活用したことが，参加メンバー

の獲得や運動の進展に大きく貢献している「（逆に，勧誘や働きかけを受ける人自身にとっては，

「重要な他者」からの頼みに応じることによって，人間関係を維持していく，という選択をして

いるといえよう。ただし，そczi場合にも，当該社会運動によって，運動のミッションを達成で

きるという見通しがなければ，動員へと至ることは難しく，運動体が，動員対象となる人びと

を惹きつける理念・目標を掲げて，人びとに運動参加が社会変革に有効であるという感覚を抱

かせることが不可欠である）。

　さらに，各団体のメンバーとも，運動に参加する中で，活動の社会的意義や活動による自分

自身の意識・行動変容，あるいは活動そのものの楽しさ等を実感して，自らが有する「社会的

ネットワーク」を生かす形で，自分の家族や友人・知人に対．して，入会や活動への参加を勧め

るようになる傾向が，かなり多く見られている（図4参照）ll）。

（1）入会・活動参加を勧めた経験の有無
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　このように，「連帯性」は，運動体にとって人的資源の動員だけでなく，他の資源動員にあ

たっても，極めて重要な“資源”となっている。従来の社会運動研究の中で，よく，（既存の）

社会的ネットワークが集合行為を促進する根拠として，（1）ネットワークへの帰属自体が集合行、

為への誘因を作り出すのであり，目的的誘因一運動参加によって，他者からの規範的期待に

11）　家族や友人・知人等に勧めた結果について見ると，勧誘した人が入会または活動に参加してくれた経験’

　を持っているメンバーは，環境市民・東海会員とCAN・個人会員および世話人が，勧めた経験がある人の

　3割強，中部リサイクル運動市民の会・有償ボランティアで，勧あた経験がある人の4割強に及んでいる。
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応じることが持つ価値であり，住み易い快適な環境を作り出すことに貢献すること自体がうれ

しく，生きがいになり，自己実現の喜びがあるといった，運動の目的そのものと密接に関連し

た精神的価値　　や連帯的誘因　　出会いの感動や仲間ができるといった，運動参加による他
も

者との関わりの中で感受される精神的価値　　などのソフトな選択的誘因が，フリーライダー

問題を解決することや，（2）社会的ネットワークが動員にかかる費用を低減させること　　特

に，社会的紐帯が少数の人に集中しているほど，集合行為は発生しやすいこと　　が，指摘さ

れてきた12）が，調査結果を詳細に検討していくと，こうした知見が証明されている13）。運動を組

織しようとする側は，少しでも組織化にかかる費用を低減すべく，様々な戦略を用いていくの

だが，その最も効果的な方法が，既存の社会的ネットワークの活用であり，とりわけ，ネット

ワークの中心に位置している人からの勧誘や働きかけが，一番効率的な参加者獲得・資源動員

の方法となっているのである。

②調査対象団体のフレーミング戦略の特徴

　近年の構築主義的な社会運動研究の中で強調されているように，社会運動は，その参加者や

敵対者，傍観・観察者等に対し，「意味」を生産することに関わるものであり，当該の運動に

よって問題視されている状況を変革することができるという認識を，集合的に形成しようとす

る一こうした問題状況や運動の目標，手段等に関する認識（＝意味）を，運動を取り巻く人び

との間で集合的に形成・』生産する過程が，「フレーミング」である一。このフレーミングは，潜

在的参加者や共感・共鳴者を動員できるように，また，傍観者に問題状況や運動に対する関心

を喚起したり，従来の敵手からも資源を動員できるように，戦略的に行なわれていく（荻野，

1996）o

　この点では，本研究の対象団体はいずれも，従来の告発型の段階の運動体とは大きく異なる

フレーミングを行なっており，’90年代半ば以降に日本の多くの運動体が注目し取り入れるよう

になっていく，“ヨコ型のネットワーキング”や“パートナーシップ”，“コラボレーション”と

いった最近の新段階のNPOに求められている諸理念，時代をリードする戦略（フレーム）を，

時代を先取りする形で掲げることにより，資源動員を図ろうとしてきたことが，大きな特徴と

なっている（なお，ここでは，各運動体が提示している集合行為フレームそのものの詳細な検

討は行なわず，主に運動体によるフレーミングの方法について概観するに留める）。

　例えば，調査対象②の団体では，活動開始から間もない’80年代初めの時点で，中心的メン

バーの間で，当時の国内の運動の主体であった行政・企業に対し批判ばかりしていて，広範な

層の市民の支持を獲得できていなかったタイプの運動では限界があり（「反対運動をいつまで

もやっていても，状況は変わらない」），新しいスタイルの運動が必要であるとの認識が共有さ

れていた。そこで，活動が一般市民の間に共感・共鳴を生んで，市民が主役として運動に参加

していく形を作り出すべく，それまで，あまり光があたっていなかった「ごみ」問題に光をあ

て，当時の市民運動がもっていた重苦しさではなく，誰でも参加できるような形にしていこう

12）最も代表的なものとしては，マーーウェルとオリバーによる集合行為に関する研究（Marwell　and　01iver，

　1993）が挙げられる。また，こうした議論については，樋口（1999）なども参照した。

13）　ただし，“資源”としての「連帯性」の機能様態は，各団体の活動内容・目標（目的）や中核的活動家層

　の社会的属性の違い，さらに，新規に参加する人びとの（それ以前の）環境関連活動への関与度の相違や

　過去の（市民）運動経験の違い，彼らの諸々の社会的属性の違い，等に応じて，極めて多様であることは

　言うまでもない。そうした多様性を明らかにする上で必要となる，個々人の運動参加を規定していると考

　えられる要因間の関連についての詳細な分析は，別稿で行なう予定である。
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としている。そして，一般市民に気軽に活動に参加してもらえるように，当時まだ少なかった

「フリーマーケット」的なイベントや，スーパー等の店頭での資源ごみの回収（企業との協働に

よる）を頻繁に開催したり，一般市民向けの月刊リサイクル情報誌の発行，地方紙への活動情

報の提供・掲載（＝メディアの効果的な活用）など，団体の活動やごみ・リサイクル問題への

市民の関心を高める戦略を多様に展開していった。そうする中で，実績を積み，市民からの認

知を受け，’90年代以降，当該団体の活動の代名詞ともなる「リサイクル・ステーション」活動

の実施や環境事業の拡大へとつながっていく14）。また，この団体が企業との協働に基づき開

発・販売している，新しいライフスタイルへの提案としての様々な環境商品は，それを購入す

る消費者の声も反映させっっ開発されたものでも南り，当該団体・代表は，事業型環境NPO

が作り出す環境商品を，運動体から市民に向けたメッセージを載せた“メディア”であると考

えている15）。これは，従来の市民運動が，自らの主張を掲載した機関紙やチラシ・ビラを市民

に配布することによって，一方向的に自分たちのメッセージを伝えようとしてきたのとは大き

く異なっている。ところで，こうした環境商品の開発・販売は，「食える市民運動」という理念

の実現一それによる団体としての活動の安定や，行政・企業に対する対等な発言力（社会的

影響力）の確保　　を目指した活動であるが，この“事業型の「食える市民運動」が新しい運

動のスタイル”であるというフレームは，直接的には，行政・企業や，職業としてのNPOを考

えている人びとに向けたものであり（先述したように，入会の経緯を見ると，有給の事務局ス

タッフは，このフレームに強く惹かれてスタッフになっているし，5節で述べるように，行

政・企業等と“コラボレーション”を組む上で，このフレームが有効に作用している），今日に

おいても，“市民運動体＝（無償）ボランティアからなる組織”との認識が強い日本では，一般

市民には，それほど浸透してはいないように思われる。

　また，調査対象①の団体でも，②の団体と同様に，環境問題に関心のある市民が，気軽に参

加できるオープンな活動を目指して，地方組織設立当初から，“誰もが参加できる運動”’という

キャッチフレーズを前面に掲げ，地元マス・メディアを有効に活用しながら，家族で参加しや

すいイベント型の企画を頻繁に実施したり，会員以外の一般市民対象の連続講座を開催するな

ど，人的資源の獲得を目指してきた。実際，そうした企画への会員以外の参加者が，その後，

メンバーなっているケースが多く見られ，．発足間もない時期の人的リクルートに，市民向けの

効果的な情報提供や，イベント的な活動が重要であることが明らかとなっている。

　先述したように，各調査対象団体の参加者たちは，こうした運動体が行なっているフレーミ

ング戦略　　社会的ネットワークもそのために活用される一を受けて，活動参加へと至って

いる。もっとも，初期の組織化に活用される，各団体の中心的メンバーが属している社会的

ネットワークと，動員される参加者との関係・距離によって，フレーミングの仕方は異なり，

調査対象①の団体の参加者を見ても，動員される参加者が当該のネットワーク内にいて，しか

も団体の中心的メンバーとの距離が近い場合には，直接対話を通しての勧誘，・運動参加への呼

びかけがなされており，フレーミングも行ないやすいといえる。しかし，動員される参加者が

当該のネットワーク内にいても，団体の中心的メンバーとの距離が遠い場合や，動員される参加

者が当該ネットワークの外部にいる場合には，各団体の発行する機関紙や月刊誌，団体のHP，

マス・メディア等を利用したフレーミングに依存して，動員を図らざるを得ず，フレーミングに

14）　1999年11月26日に実施した，中部リサイクル運動市民の会・設立時からの中心的メンバーの一人であっ

　だA氏へのインタビュー調査による。
15）．詳しくは，萩原喜之（1990：4’ R4）を参照。
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zE＞たっても，既存の社会的ネットワークを有効に利用することが鍵となっているのである。

　〔2解剖的運動の「潜在的機能」としての運動参加に伴なうアイデンティティ変容

　さて，運動に参加することによって，人びとはどのようなアイデンティティ変容を経験して

いるのであろうか。次に，この点について，概要を述べたい。

　まず，こうした運動参加に伴なう参加者のアイデンティティ変容を示すデータとして，調査

結果からは，環境運動への参加，団体入会後に，身近な生活の中での環境配慮行動に，何らか

の変化があったかどうか尋ねたところ，新たに環境に配慮した行動を行なうようになったと答

えている人が，多数に及び，各団体のメンバーとも半数以上が，行動1ど何らかの変化があった

ことが明らかとなっている（図5参照）16）。

環境市民・東海会員

O　10　20　30　40　50　60　70　80 90　100（％）
　　　　（平均選択個数）

　　　　　（6．4個）

　　　　　　・
　　　　　（8．5個）

中部リサイクル運動市民
の会・有給スタッフ

（4．1個）

　t
（8，8個）

中部リサイクル運動市民
の会・有償ボランティア

（3．8個）

　・

（7．3個）

（7．4個）

　，

（10，0個）

匿盤1＝該当する行動

　　　（項目）が0個

睡翻＝行動が1～2個

［コー行動が3～4個

睡翻＝行動が5～8個

口＝行動が9個以上

■＝無回答

CAN・個人会員お　よ　び　世　話　人

（注）各団体のメンバーのグラフは，それぞれ，上段が入会する以前もしくは活動参加以前から行なっていた環境配慮

　　行動項目選択個数，下段は入会後または活動参加後である現在の同項目選択個数を表わしている。この図の基礎．

　　となっている設問の回答選択肢は，次の19項目である。「地球規模の問題を扱った新聞記事やニュースに注目して

　　いる」，「地球規模の問題をテーマにした集会に参加したことがある」，「ごみを減量化，資源化し，リサイクルに

　　回している」，「清掃活動に参加している」，「家庭排水で河川などを汚さない努力をしている」，「不要不急の自動

　　車利用をし彗いようにしている」，「合成洗剤を使わないようにしている」，「家の周りやへい，壁などを緑化して

　　いる」，「買い物袋を持参して，過剰包装の防止を申し出ている」，「過剰な冷暖房を控えている」，など。

　　　　　　　　　　図5　身近な生活の中での環境配慮行動項目選択個数の変化

　また，入会・活動参加後の意識・行動の変化や良かったこと，嬉しかったこと等について考

察すると，運動体内の立場に関わりなく，多くのメンバーが共通して，環境問題について，それ

までとは異なる視点で考え．られるようになったり，あるいは，参加したことにより，環境行動の

ネットワークを拡大できたこと（新しい人間関係の構築）や，行動すること自体の意義に積極的

価値づけを行なっている（典型的には，「活動すること自体が楽しい」，「自分と同じような考え

16）　各団体への入会や活動参加前と現在とで，身近な生活の中での環境配慮行動に変化があったメンバー

　（変化は全て，実践している環境配慮行動の増加であった）は，CAN・個人会員および世話人が53．7％，

　環境市民・東海会員が54．5％，中部リサイクル運動市民の会・有給スタッフが71．8％，同会・有償ボラン．

　ティアが88．4％に及んでいる。また，当該調査実施前の’90年代半ば　　地球環境問題が，大きな社会的関

　心を集めていた時期　　に，首都圏の都市的地域（千葉県・流山市）で，一般居住者を対象に行なわれた，

　ほぼ同様の選択肢が用意された環境配慮行動に関する調査結果と比べると（流山市民の環境配慮行動項目

　選択子の平均値は3．49個であった；恵小百合，1994：221），図5の入会または活動開始以前の環境配慮行

　動の数値に注目すると，大きな差はないことが分かる。なお，紙幅の関係で，詳しいデータの紹介は割愛

　するが，図2で示した地球規模環境問題への関心がある項目の選択個数が多い参加者ほど，（図5で示し

　た）日常生活の中での身近な環境への配慮行動を多く行なっているどいう結果も出ている。
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方の人びとと，参加・入会することによって出会え，社会的ネットワークが広がりt’そうした人

びとと意見交換・コミュニケーションができることが嬉しい」，等の表現で示ざれる）17）。

　さらに，（先述したように，前掲・図4，ならびに注記）11を参照）そうした調査対象団体で

の活動を評価している参加者（会員）が，自分の（他の所属諸集団における）友人・知人や家

族等に，積極的に当該環境団体への活動参加や入会を勧める傾向も確認されている。そして，

多くのメンバーが，他者を活動参加に誘うだけでなく，自らも，参加団体への（自分自身が有

している様々な“資源”のうち）提供可能な資源の，積極的な提供意思を示している18）。

　このように，多くのメンバーにとって，運動参加により，選択的誘因（目的的誘因と連帯的

誘因）が充足されており，活動を行なうことで，一定のアイデンティティ変容を経験し，それ

が，さらなる積極的な環境行動へと結びついている，あるいは結びついていく可能性を持って

いることが，確認できるのである19）。A．メルッチらが指摘しているように，今日の社会運動に

おいてはゲ運動の内部で新たな濃い人間関係が構築され，この人間関係，すなわち連帯の中で，

ポジティブな「翻身（変身）」が起こり，その結果とし七，新しいアイデンティティが追求され

ることが重要であり，それは，参加者個々にとっては，、旧来の判断基準となってきたある特定

の価値観に加えて（あるいは変わって），別の価値観の獲得という形で経験される　（Melucci，

1989；井上，1993）。こうした社会運動が持っている「潜在的機能」が，運動の主要な人的動員

資源として「連帯性」が活用される中で発現していることが，現代日本の典型的な「新しい社

会運動」である環境運動の特徴の一つであるといえよ56

17）　具体的には，例えば，調査対象団体②の資源ごみ10品目の拠点回収現場・担当スタッフである有償ボラ

　ンティアでは，「ごみに対し，処理方法や資源への分別方法を考えるようになった。新聞等を見ても，リサ

　イクルの活字が目に付き，有償ボランティアとして［資源ごみを回収拠点に持ち込まれる］利用者との対

　話の参考にしたいと思い，いろいろ考えるようになった」，「名古屋市のごみ資源問題について，さらに問

　題意識を持つようになった」，「ごみ問題，リサイクルについて，真剣に尋ねられたり，問題点を話せる機

　会が増えたことが良かった」，「活動現場で友達が出来たことが嬉しかった」，「利用者とのコミュニケー

　ションがとれるのが楽しい」，「ボランティア同士の話は，意識が同方向なので，全般的に見ても充実して

　いる」，「とても充実感を感じるので，参加しているだけで楽しい」，等の評価の声が多く聞かれ，活動参加

　が，新しい仲間づくり，生きがい作りとして位置づけられていることが分かる。また同様に，調査対象団

　体①の会員も，「今までも関心があったが，また新しい眼で考えられるようになった」，「自身で環境に関す

　るセミナーを聞きに行くようになった」，「仲間が増え，心強く感じられることが良かった」，「環境問題に

　一生懸命取り．組んでいる仲間がたくさんいることが分かったことによる連帯感や安心感が生まれた」，「環

　境については従来から考えてきたが，・入会後，自分の周囲の人に話をするようになった」，「他の団体の動

　きに興味が湧くようになった」，等の評価をしており，今後のネットワーク拡大の可能性も感じられる。

18）　この点についても，紙幅の関係で割愛せざるを得ないが，．調査対象団体①および③の（個人）会員等を

　対象に，提供可能資源について，「情熱・意欲」，「労働力・マンパワー（ボランティアでの活動の手伝

　い）」，「専門的技能」，「設備や場所」，「情報や知識（の提供）」，「資金・カンパ」，「有力者との関係1，「日

　常生活のなかで作ってきた人脈」，「他の運動組織とのつながり」，等の16ないし17項目を挙げて尋ねた結

　果，これまでの活動の中で，これらのうちのいずれか1っ以上を提供できたとしている人は，4割弱しか
　居なかった。しかし，これらの資源のいずれかを，今後提供可能と答えたメンバーの割合は，両団体のメ

　　ンバーとも9割前後に上っている。ただし，提供可能資源数の平均値は，2～3個と決して多くはなく，
　「（団体毎のメンバーの特徴により異なるが）「情熱・意欲」や「労働力・マンパワー」，t「情報や知識」，「資

　金・カンパ」，「日常隼活のなかで作ってきた人脈」等が，それぞれ，2～3割のメンバーによって提供可

　能とされている。
19）　ただし，各団体のメンバーの中に，’活動参加によって上述のような行動の変化が見られない人が一定数

　存在しており，こうした違いについて，換言すれば，運動参如者にアイデンティティ変容を引き起こすも

　の，．引き起こさないものを，今後より詳細に分析することが必要となる。

「
／
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4．運動体内部における組織化過程の特徴とその問題点

　運動体は，連帯性や社会的ネットワーク等を活用して，人びとを運動に動員していくなかで，

運動を構成する諸々の個人やサブ・グループ間で，「集合的アイデンティティ」（共通の認識フ

レームワーク）を生成していく。一般に，ネットワーキングは，それが発展していく際，最初

に，そのネットワーキングに参加する人びと（メンバー）が，ある問題について，その解決（問

題への対処）が緊急かっ重要であるという認識を共有することが出発点となる（「自発的段

階」）。この段階においては，上述したように，既存の社会的ネットワークや各団体が採用する

情報・メディア戦略，さらに，リーダー（中核的活動家層・メンバー）の資質，パーソナリティ

などが，重要な役割を果たしている。そして，ネットワーキング進展の第2段階においては，

ある特定の問題解決にあたって，メンバーが相互に認め合うことによって成立する民主的な

リーダーシップの関係一その確立一が必要であり，これには，平等なヨコの関係を重視し，

リーダーも複数存在し，それぞれの能力に応じて可能な範囲で指導の役割を担当すること（「組

織化の段階」）が重要であるといわれる（なお，これらの段階に続くネットワーキングの第3段

階として，問題解決一問題への対処一に必要であれば，特定範囲の人びとだけでなく，問題意

識を共にする他の人びとや組織・集団と連携し，開かれた多様な関係作りを積極的に模索・展

開する段階（「連携の段階」）が挙げられるが，これに関しては，5節および6節で述べたい；

高橋，1996）。

　さて，ネットワーキング化の第2段階における「集合的アイデンティティ」（共通の認識フ

レームワーク）の形成・変容，調整過程に注目すると，各調査対象団体においては，この段階

は，むしろ，ネットワーキング化の第1段階で，（それぞれの団体の）発足にあたって中心的な

役割を演じたメンバー←人，もしくは少数のリーダー）によって提示された活動理念や目標

を，多くの参加者の間で，いかに共有し実現していくか，という段階であるといえる。

　上述したように，各団体の参加者の多くは，（その後の中核的活動家層であっても，あるい

は，そうではなくとも）最初に活動に加わる時点では，その団体が掲げている活動理念や目標

一「誰もが参加できる…」，「参加型の運動」，等々一に，程度の多少はあれ，共感を覚えて

いる。しかし，特に，参加二間で関与形態の多様性が高い包括的な運動組織の場合（図6参照），

実際の組織化過程のなかで，こうした理念・目標，特に民主的なリーダーシップの関係や，平

等なヨコの関係を実現することは，決して容易なことではない20）。事実，各調査対象団体とも，

とりわけ，団体の設立・発足にあたって中心的な役割を演じたメンバー（一人もしくは少数の

リーダー，あるいは設立時の中心メンバー）と（その他の）中核的活動家層（メンバー），さら

に，彼ら以外の一般の会員（メンバー）との間で，活動を展開していく中で，様々な意識・考え

方の違いが表面化し，それが多くのメンバーの間で，必ずしも十分な議論を経て解消・処理され

20）本研究の対象である地方レベルの問題に焦点を合わせている環境団体の場合，元来，参加者の居住地域

　が広範に及び，各人の社会的背景も多様性に富んでおり，各団体のメンバーは，参加する時点で，かなり

　多様な動機を抱いている（3節（1），図2参照）。各団体は，ネットワーキング化の第一段階で，こうした環

　境に関わる多様な問題・利害関心を持つ人びとを運動に巻き込むべく，自ら行動したいと考えている玩び

　とを惹きつけやすい“参加者全員が主体的に活動可能”というフレームを掲げるのだが，どのような社会

　集団であれ，参加人数が多くなると，円滑な目標達成に向けた活動遂行のために，メンバーの行動に対す

　るマネジメントが必要となる。NPOもその例外ではなく，参加者の多様性が高い団体ほど，組織としての

　ミッションの実現と参加者個々の“思い”との間のジレンマに直面しやすく，この両者の調整が，近年に

　なり議論され始めた「NPO組織のマネジメント」をめぐる焦点の一つになっている（田尾，1999）。
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ることなく，活動をしていかざるを得ない状況が生まれている。そして，それが結果として，メ

ンバー間での心理的障壁を作り出したり，積極的に活動に参加するメンバーが固定化する，と

いった多くの市民団体が抱える悩み（ジレンマ）へと繋がっている，という側面を有している。

①中心メ。パー　、
（中核的活動家層）　1

　　②活鯵加　〆、
㍉％…継鯖．，．．．・〆

’…．一．④賛同者　　．．．・

　　傍観者

①中心メンバー（中核的活動家層）

　・運営ボランティア（役員一理事等）

　　　・基本的に無償
　・専従有給スタッフ

②活動参加者
　・有償ボランティア
　・（無償）ボランティア

行
為
（
時
間
や
技
能

）
の
提
供

③支援者
　・資金（会費」カンパ，寄付）の提供

　・施設・設備，等の提供
　・署名への協力

④賛同者
　・運動のミッションには賛同・共感して

　　いる机特に積極的な行動はしない

（注）左図の線の太さは，区分の明確さを表す。

（出処）左図の出処は，片桐新自．（2000：95）。若干の加筆を行なっている。

図6　包括的な運動組織のメンバー・イメージと運動への関与方法

　なかでも，各団体に共通しているのは，中核的活動家層21）とその他の参加者層（前者よりも，

よりボランティア性が強い）との間の，活動参加度の差や活動に対する意識の相違，等の存在

が，活動ゐ拡大・活性化に向けての大きな課題の一つになっていることである。一般に，運動

体のメンバーがどのような役割を果たすかは，団体の目的により大きく異なるが，メンバーに

対して，その団体が提供するサービスの利用者としての役割ではなく，団体の活動それ自体へ

の直接的な参加者・支援者役割が求められることが多い環境運動の場合　　本稿では，こうし

た参加者・支援者役割を担っているメンバーに焦点を合わせている　　，団体のミッション実

現のための様々な機会への参画の程度によって，メンバーは，大きく2っに分けられる。すな

わち，組織の方針や活動の企画等，組織運営に参画している中核的活動家（「機会提供者」）層

と，彼らが企画する機会に参加しているだけの活動参加者層　　この層のメンバーには，主体

性の点でかなりの差異が見られる　　の2っである22）。ネットワーキング化の第2段階におい

て，このどちらのタイプのメンバーを獲得・増員していくことに重点を置きっっ組織化を図る

かは，団体によって異なるのだが，事例分析の結果，一人でも多くのメンバーに中核的活動家

層に加わって欲しいと考えている団体の場合　　（無償）ボランティアが中心のNPOに多いと

思われる一一も，また，中核的活動家層によって企画された（与えられた）活動機会に参加す

ることをメンバーに期待している場合　　有給の事務局スタッフ中心に運営されているNPO

に多いケースであろう　　にも，（図6にも示されている，従来から運動組織をめぐうて指摘さ

れてきた）中心的メンバーと他の活動参加者との間に，明確な区分があることが，活動のさら

なる展開にあたらての障壁にもなっていることが明らかとなった。

21）団体によって，これに該当するメンバーの呼び方は異なり，調査対象団体①では，「運営幹事（世話人）」

　や、「プロジェクト・（サブ）リーダー」，調査対象団体②では，「理事」や有給の事務局（専従）スタッフ，

　調査対象団体③では，「（代表）世話人」や「事務局員」が該当する。これらの人びとには，有給のスタッ

　フと無給のメンバーの両者が存在する。また，この層の無給のメンバー　（“無償”ボランティア）の多く

　が，専門家・知識人層や他の所属環境団体の中核的メンバーである。

22）　こうした運動組織構成員の類型化に関しては，IIHOE（2002：3－13）に詳しい。
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　（1）ボランティア中心のNPOにおける〈中核的活動家層一その他のメンバー〉間関係

　調査対象3団体のなかで，①と③の2団体が，このタイプである。

　このうち，まず，設立初期から，一人でも多くのメンバーに中核的活動家層に加わって欲し

いと考えてきている調査対象団体①では，伺体設立から一定期間（半年～1年程度）経過後か

ら，定例のミーティングへの参加者や，会が主催もしくは共催するシンポジウムやイベントな

どへの参加者が，中核的活動家層を中心とした，ほぼ同様のメンバーに固定化される傾向が見

られるようになった。その背景の一つに，発足にあたって中心的な役割を演じた少人数のメン

バー間での，設立準備段階における組織立ち上げ後の運営方法をめぐる議論の際に，参加者

個々の自主性をあくまでも重んじて運営していくのか（組織全体としては，活動が円滑に進ま

ず停滞してしまう可能性を孕む），それとも，トップ・ダウン式に誰が何をするのかを決定して

いくのか（組織としては，比較的スムーズに初期の活動を展開していくことが可能），という2

っの意見の中から，メンバー個々人の自主性を損なうリスクを認めながらも後者を選択し，そ

の結果，新たに定例のミーティング等に参加するようになった人びとが，自発的に議論に加

わって，自分の思いを実現するための行動を起こしづらい状況が生じたことが挙げられる23）。

そして，当団体では，こうしたジレンマ状況を打開すべく，関心を持つ一般市民への，市民向

け講座やイベント開催等の情報の積極的な提供による新規会員の獲得，さらに，会の主要活動

テーマ（“プロジェクト”）の一つである「地域通貨」（「な～も」と呼ばれる）運用のメンバー

登録を，会員以外の関心のある市民にも広く認めること一「プラットフォーム方式」と呼ばれ

るもので，会員だけに参加者を限定せず，一般の関心のある全ての市民に呼びかけて開かれた

活動・交流の場を提供することによって，関心・活動の輪を広げて“環境運動インダストリー”

全体の発展を目指すとともに，会員外の参加者の中から新規入会者の獲得も期待されている

　　，等によって，活動の活性化を図ろうとしており，その効果が最近になって少しずつ現わ

れ始あ，新たな活動の展開の中から会員になる人も見られている（ただし，以前からの会員で，

積極的活動参加者ではなかったメンバーの，活動への動員には，成功しておらず，上記のよう

な方法では，そのような会員をなかなか活動に巻き込むことができないというジレンマを抱え

ている）24）。

　また，同様に，調査対象団体③でも，設立から10年以上が経過し，会員数の伸びが鈍化し一，

会の運営方針や活動内容を決定する総会や世話人会，さらに，様々な時宜に篭ったテーマを掲

げた勉強会等への参加者が，中心的メンバーである世話人に偏る傾向が見られるようになって

いた。そうした状況の中で，（先述したような）近年の同様のタイプの団体（：：「情報交流・ネッ

トワーク」型NPO）の“誕生ラッシュ”を迎えることとなったのである。そして，危機感を増

大させた，会の最も中心的な活動家層である事務局のメンバーを中心に，活動のあり方や団体

の存在意義自体を問い直そうという機運が醸成され，団体としての新しい“情報交流”の進め

方に関する活動方針作りについての会員間での議論を経て，昨年の総会で，インターネットを

始めとした最新のIT技術を活用した会員間の双方向的な情報交流の促進や，各分野の専門家

が多いという会員の特性を活かした，会員を講師とした学習会開催機会の増大などによって，

停滞していた会員間交流を活発化させ，団体全体としての活動のさらなる展開につなげてい

23）　1999年6月1日差実施した，環境市民・東海設立準備時からの中心的メンバーの一人であったB氏への

　インタビュー調査による。2000年初めに実施しt［，アンケート調査の結果からは，「運営幹事会（世話人会）」

　と呼ばれている，会の運営方針や活動内容等について議論・決定する月例ミーティング参加者や，会の主

　要な活動（プロジェクト）への積極的参加者が，役職者（中核的活動家層）に偏る傾向が見られていた。

24）2001年3月22日に実施した，環境市民・東海事務局長C氏へのインタビュー調査，等による。
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く，という新方針が決定されている25）（なお，こうした情報交流のあり方をめぐる議論の展開や

問題点等については，6節で詳述する予定である）。

　このように，いずれの団体においても，会員の活動への関与状況から見たとき，活動開始か

ら一定期間が経過した後，メンバーが，活動方針の決定や活動の企画・立案・実施に熱心に取

り組む巾核的活動家層と，彼らによって与えられた活動機会に参加するだけのことが多いその

他のメンバーとに二極分化していく傾向が生じている。そのため，いかにして，中核的活動家

層以外のメンバーを積極的な活動参加へと促すか　　メンバー同士が楽しみながら参加できる

魅力的な場・機会の提供と，団体としてのミッション実現に向けた人的資源管理（マネジメン

ト）の両立　　という困難な課題に向かって，試行錯誤を繰り返している状況にあり，メンバー

個々の主体性が重視され，アイデンティティ志向性が顕著な環境運動の存続・展開にとって，こ

の課題の解決方法を見いだすことができるかどうかが，大きな鍵になっているといえよう。

　では，有給スタッフ中心のNPOの場合には，どうなのであろうか。続く（2）では，有給スタッ

フ中心のNPOにおけるく有給スタッフーボランティア〉間関係の特徴と問題点について，検

討したい。
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